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支援制度（横浜市建築局）



① 政策の総合化

（＝政策や事業がバラバラにならないこと）

② 連携の促進

（＝生活者の便益を基準に考えること）

第２期に向けて



① 政策の総合化
（＝政策や事業がバラバラにならないこと）

例）管理不全防止をコミュニティ活動の蓄積としても考える
・・修繕や耐震改修の際の合意形成に
・・建て替えを通じた自治力（見守り力）強化に

例）公的賃貸の空き室防止を入居と活用の両面から考える
・・地域内での高齢者の住み替え促進へ
・・家賃減免の仕組み工夫による若者居住の実現へ

時間のなか
の団地



青木 伊知郎・吉野 裕之・藤岡 泰寛・高見沢 実、高経年マンションの管
理・コミュニティと建替え・耐震化に向けた進捗度との関係―横浜市内の築
40年以上マンションを対象とした実態調査― 日本建築学会関東支部研究報告
集、no.88、pp.483-486、2018年3月

コミュニティの充実と耐震化の進捗度の間
には相関がみられる

変数間の相関係数



青木 伊知郎・吉野 裕之・藤岡 泰寛・高見沢 実、高経年マンションの管
理・コミュニティと建替え・耐震化に向けた進捗度との関係―横浜市内の築
40年以上マンションを対象とした実態調査― 日本建築学会関東支部研究報告
集、no.88、pp.483-486、2018年3月

被説明変数:建替え検討状況

被説明変数:耐震化進捗度

コミュニティ活動が充実しているマンションほど、
耐震化が進んでいる（但し建替えとは無関係）。

重回帰分析

重回帰分析



所在地 神奈川県茅ヶ崎市
敷地面積 23ha
用途地域 第一種中高層専用地域
高度地区規模 最大15ｍ
総戸数 3,347戸
総住棟数 93棟
管理開始 1964年（昭和39年）

第一期工区（417戸）
2007年5月着工
2011年3月入居開始
＊357戸が戻り入居

茅ヶ崎市

藤沢市寒川町

写真：旧来街区住棟 写真：新規工区住棟

建替え期間（予定）
2007年～2022年

第三期工区

第
二
期
工
区

公共公益ゾーン



【アリエッタ】
2010年7月より，コミュニティ

カフェの運営に関する課題の抽出
を目的に実験的運営開始
開催日：第2・4週火曜日
開催場所：既存集会施設

【サンカフェ】
2011年6月より，アリエッタと

並行して新規工区内での運営
開催日：第1・3週金曜日
開催場所：新規工区集会室

【コミュニティカフェ（２カ所）の概要】

開催数：アリエッタ50回・サンカフェ30回の計80回
参加者述べ人数：829人 （2012年12月11日現在）

◆カフェの内容
・コーヒー・紅茶等
飲み物の提供

・空間の提供



かもめの近況
会員数約７０名（ほとんど
が高齢者）で、新たな入会
者が月に１、２名あり口コ
ミで広まりつつある。

団地外の会員も１割程度
いる。自治会員の紹介で
あれば入会できる。

浜見平ふれあいクラブかもめ

神奈川県「地域助け合い事業」に自治会として事
業申請を行い、審査の結果承認
主な活動内容として、
 ふれあいカフェ（アリエッタ・サンカフェ）
 カラオケ教室・健康麻雀教室・手芸 等の活動

2012.4.19 カラオケ教室の様子



歴代の役満賞受賞者
（１年間掲示）

手芸教室のようす

かもめの成果・反響
（以下、自治会報告書から抜粋）
定年後、家から出なかった人
が教室に参加し、家を出るよう
になったと妻から感謝された。

昼から酒を飲んでウロウロし
ていた人。酒を飲んでくる人は
お断りと入室させなかったが、
酒を断ち参加するようになった。

手の震えがなくなった人があ
る。

杖をついていた人が杖なしで
来られるようになった。

参加者が早めに来て、いすな
どの準備等を手伝ってくれる
ようになった。



① 政策の総合化
（＝政策や事業がバラバラにならないこと）

例）管理不全防止をコミュニティ活動の蓄積としても考える
・・修繕や耐震改修の際の合意形成に
・・建て替えを通じた自治力（見守り力）強化に

例）公的賃貸を入居と活用の両面から考える
・・地域内での高齢者の住み替え促進へ
・・家賃減免の仕組み工夫による若者居住の実現へ

地域のなか
の団地



行政、各種福祉団体、専門機関、地域住民、NPO等の地元組
織、等々の協議・連携組織

泉北ほっとけないネットワーク（2010年～）
（NPO法人すまいるセンター（2000年～）による紹介パンフレットより引用）



公営住宅

見守り付き住宅の実践（制度外）
・多様な使われ方

見守り付き住宅（制度外）

大阪府から府営住
宅を一戸あたり
5,000円/月で借り、

民間の高齢者生活
支援住宅として活用



 見守り付き ３２００円～／日
（支援員（日中常駐）、夜間も近
くのGHからかけつける）
 見守りなし １２００円～／日

介護保険制度外の取り組み
（だいたい６０歳以上を想定している
が年齢は問わず）
→入居者の息子の短期宿泊、児童虐
待のシェルターとして（公的機関から
紹介）、など多様な使われ方。長期居
住者もいる。



１階に支援員の常駐（日中）スペース＋浴室



談話室

浴室
（共用）

事務スペース

常駐スタッフ
（社会福祉法人）
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ワークショッ
プ実施

アンケート
調査実施

左近山団地概要
・1967年から入居開始
・二俣川駅からバスで約10分
・小学校数が3校から1校に統合
・学生居住者は主に1街区に住む

5年目を迎えた学生居住事業

2021年度修士論文（磯崎透子）より

シェア



事業開始間もない時期に、
学生居住へのニーズを探る
ワークショップを実施（地
域通貨の疑似体験による）



アンケート調査における項目に反映。学生が
地域に住んでいることと、何かあったときの
安心感獲得への期待。 2021年度修士論文（磯崎透子）より



さらなるニーズを分析するために、年齢、家
族構成、外出積極性、の3点でグループ分け。

2021年度修士論文（磯崎透子）より



全世代で高い
期待

年齢とともに
低くなる期待

2021年度修士論文（磯崎透子）より



高齢者
×
単身
×

外出非積極

に残された
課題・ニーズ

2021年度修士論文（磯崎透子）より



学生居住事業の継続により、親しい近所づ
きあいが見られるようになってきた。

2021年度修士論文（磯崎透子）より



共同食堂デイサービス

予防リハビリテーション室

サービス付き高齢者向け
住宅
ラポール引野（北九州市）



KBC九州朝日放送「アサデス。」でも紹介



② 連携の促進
（＝生活者の便益を基準に考えること）

例）公民が個性を出し合って相乗効果を図る
・・多様な民（地域NPO、個人、民間企業など）が関わる
・・公も（委託ではなく）共同事業の精神で関わる

例）用事（きょうよう）がなくても立ち寄れる（きょういく）場所を
生み出す
・・コミュニティ拠点をよろず屋に育てていく
・・移動することで屋外にも拠点を増やしていく

団地という
個性



コミュナルダイニング
• レンタルキッチン（イベ

ント）スペース
• 無料ランチスペース
• 休憩処
• 歌声ダイニング
など

二宮団地
管理開始：1965年
建設戸数：賃貸（神奈川県住宅
供給公社）856戸、県営228戸、
戸建て住宅ほか1230戸
開発面積：約70ヘクタール

「神奈川県
住宅供給公
社が（中略）
開設し運営
している施
設です。」



共同菜園の近くの住棟の
入居を停止し、1階を農具
置き場等として活用



ＤＩＹのいえ（2019年2月～） 工具を取りそろえたワークスペース、技術サポート

茶山台団地（1971～）

住棟の入居を停止し、1
階を工作室として開放



リフォームなど手がける
地元工務店のN氏

地域住民スタッフ（男性）



② 連携の促進
（＝生活者の便益を基準に考えること）

例）公民が個性を出し合って相乗効果を図る
・・多様な民（地域NPO、個人、民間企業など）が関わる
・・公も（委託ではなく）共同事業の精神で関わる

例）用事（きょうよう）がなくても立ち寄れる（きょういく）場所を
生み出す
・・コミュニティ拠点をよろず屋に育てていく
・・移動することで屋外にも拠点を増やしていく

団地らしい
居場所



泉北ニュータウン
槇塚台団地（1973～）
空き店舗（×2）を活用したコミュ
ニティレストランの運営



食を中心に、
子どもから高
齢者、中高年
男性など、誰
でも来られるよ
ろず屋へ



沖縄の共同売店



■共同店の特徴

-沖縄県における共同店(共同売店)の有効性と課題-
第3章 ④見守り意識

▼ユンタク(おしゃべり)スペース

▼レジ付近に貼られた
集落内住人の連絡先

▼惣菜やつまみを主任が作って提供す
るための炊事場

2016年度修士論文（楠本藍）より



■共同店の特徴

①共同購入
②共同出荷
③運輸
④精米
⑤酒造所
⑥信用事業
⑦バス運営
⑧保育園

⑨お風呂屋
⑩電話の取次
⑪有線放送
⑫ガソリンスタンド
⑬食堂
⑭理髪部
⑮コインランドリーなど

▲延売帳(売り掛け帳)

-沖縄県における共同店(共同売店)の有効性と課題-
第3章

①共同売店の仕組み
− 選挙制による主任の選定 −

②多岐に渡る事業内容

③掛売り（つまり、ツケ）

2016年度修士論文（楠本藍）より



■調査からみた共同店の存続条件

-沖縄県における共同店(共同売店)の有効性と課題-
第3章

業者委託の割合が多い → 赤字の傾向
業者委託と住民買出しが半々 → 黒字の傾向

▶ 商品の仕入れが・・・

2016年度修士論文（楠本藍）より



移動販売（生協＋行政（野田市）共同運営）の事例



移動販売（生協単独運営）の事例



定期的に開かれる青空野菜
市場に、フリーマーケット、
焼き菓子販売などが自然と
組み合わさる（茶山台団
地）



① 政策の総合化
（＝政策や事業がバラバラにならないこと）

② 連携の促進
（＝生活者の便益を基準に考えること）

第２期に向けて

時間のなかの団地 地域のなかの団地

団地という個性 団地らしい居場所
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